農地法４条許可申請　上市町農業委員会

手続名称　：　農地法第４条許可申請

様式名　　：　農地法第４条第１項の規定による許可申請

内容説明　：　上市町の自己所有農地（4ha以下）を農地以外のものにする場合に、
県知事の許可を受けるため申請するもの

受付期間　：　月～金　8：30～17：15

受付、問合せ：　上市町農業委員会事務局　　電話076-472-1111（内線327）
１．申請書記載事項
〔１〕申請者の氏名、住所及び職業（法人にあっては、名称、主たる事務所の所在地、業務の内容及び代表者の氏名）
〔２〕土地の所在、地番、地目、面積、土地の所有者及び耕作者の氏名、住所
〔３〕転用計画（転用の目的、転用の時期、転用の目的に係る事業又は施設の概要）
〔４〕転用することによって生ずる付近の農地、作物等の被害の防除施設の概要
〔５〕行政書士が代理申請する場合、行政書士の住所、氏名、連絡先
２．添付書類
〔１〕住民票　（申請者（世帯分）謄本）
〔２〕届出に係る土地の登記事項証明書（原本-全部事項証明書、申請地全筆）

　　　　　※土地の登記事項証明書の記載にかかる住所が、申請者の住所と異なる場合、「戸籍の附票」添付
〔３〕位置図（住宅地図の写し可）
〔４〕公図　（隣接地に地目、耕作者を記入すること）
〔５〕建物等配置図、建物立面図
（利用計画図―道路内上下水道管、水栓柱及び敷地内水道管、汚水桝、 
雨水排水の流れ、道路側溝等記載）
〔６〕土地改良区意見書
（改良区の受益地でも管理地でもない場合は、その旨を備考欄に記載）
〔７〕事業計画書（転用理由、必要性がわかるもの）
　　〔８〕資金証明書（預金残高証明、預金通帳の写し（表紙＋直近残高）、融資可能証明、
　　　　　仮審査終了後の融資案内文書の写し、証券残高写し、保険解約返戻金残高通知写し、
借入れ先の意思表示書面及び借入先残高証明等）
〔９〕定款（法人）
〔10〕法人登記簿　（法人）
〔11〕用水等管理者、隣接耕作者の同意書　
〔12〕抵当権者等の承諾書
〔13〕1種農地、2種農地の場合、代替検討地（地図、周辺宅地等検討結果記載）
　　　※農地の種類については農業委員会にご確認下さい。
〔14〕既存敷地図面（既存敷地の利用状況）
〔15〕始末書（無断転用の場合）

〔16〕その他必要と認める書類
提出部数：２部（1部はコピー）
３．添付書類チェックリスト

	
	必要添付書類
	チェック

	〔１〕
	住民票（申請者：謄本）
	

	〔２〕
	届出に係る土地の登記事項証明書
	

	〔３〕
	位置図（住宅地図の写し可）
	

	〔４〕
	公図（隣接地に地目、所有者記入）
	

	〔５〕
	建物等配置図、建物立面図
	

	〔６〕
	土地改良区意見書

（改良区の受益地でも管理地でもない場合は、
その旨を備考欄に記載）
	

	〔７〕
	事業計画書（理由、必要性）
	

	〔８〕
	資金証明
	

	〔９〕
	定款（法人）
	

	〔１０〕
	法人登記簿（法人）
	

	〔１１〕
	用水等管理者、隣接耕作者の同意書
	

	〔１２〕
	抵当権者等の承諾書
	

	〔１３〕
	代替検討地
	

	〔１４〕
	既存敷地図面
	

	〔１５〕
	始末書（無断転用の場合：譲渡人）
	

	〔１６〕
	その他（　　　　　　　　　　　　）
	


提出部数：２部（1部はコピー）

	農地法第４条第１項の規定による許可申請書（記入例）
○○年○月○日

富山県知事　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　上市町　○○
申請者 氏 名　　○○　　○○　　　　　　　
下記によって農地を転用したいので農地法第４条第１項の規定により許可を申請します。

記

１．申請者の住所等

	住　　　　　所
	職　　業
	備　　考

	○○　○○
	会社員
	

	２．許可を受けようとする土地の所在等

	土地の所在
	地番
	地目
	面積
	利用状況
	10a当たり

普通収穫高
	耕作者の氏名
	市街化区域

市街化調整区域

その他の区域の別

	市町村
	大字
	字
	
	登記簿
	現況
	
	
	
	
	

	上市町
	
	
	1234
	田
	田
	　150
	㎡
	―
	㎏

―
	○○ ○○
	

	上市町
	
	
	5678
	田
	田
	100
	
	―
	―
	△△ △△
	

	※土地登記簿のとおりにご記入ください。
	※委員会に届出のある場合に氏名をご記入ください。

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計　　250.00　㎡（田　　250.00　㎡　　畑　　　　㎡）

	転用目的

一般住宅敷地


	

	申請に対する問合せ先　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話：　　　　　　―　　　　　　―


＊行政書士が代理申請する場合は、欄外に行政書士の氏名、押印、電話番号

	申請者の氏名及び職業

	氏　名
	職　業
	業　務　内　容

	○○　○○
	会社員
	

	３．転　用　計　画

	(1)転用事由の詳細
	用　途
	　　　　一般住宅敷地

	
	事由の詳細
	・県道拡幅に伴い現在の住宅を移転することになったため、自己所有地を転用し住宅敷地としたい。　　　　　　など



	(2)事業の操業期間又は施設の利用期間
	許 可 次 第　　　　

　年　　　　月　　　　日から　永　久　　年間

	(3)

転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要
	工事計画
	第1期  着工


	第２期　着工
	第３期　着工
	合　計

	
	
	名称
	棟数
	建築

面積
	所要

面積
	名称
	棟数
	建築

面積
	所要

面積
	名称
	棟数
	建築

面積
	所要

面積
	棟数
	建築

面積
	所要

面積

	
	土地造成
	
	
	
	㎡
	
	
	
	㎡
	
	
	
	㎡
	
	
	㎡

	
	建築物
	住宅
	1
	125.00

㎡
	250.00
	
	
	㎡
	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	工作物
	車庫
	1
	20.00
	250.00
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	145.00
	250.00
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４．

資金調達についての計画
	土地取得費　　600万円

建設費　　　1,800万円

設備費　　　　

その他

造成費　　　　100万円

　　計　　　2,500万円　　←合計額を一致させて下さい→　　　
	自己資金　　1,000万円

借入金　　　1,500万円

その他

　　　計　　　2,500万円

	５．

転用することによって付近の土地・作物・家畜等の被害の防除施設の概要
	隣接地との境界にコンクリートよう壁を設け、近隣の農地などに被害の及ばぬよう十分配慮する。排水については、公共下水道（農業集落排水）を利用する。　　など

	６．

その他参考となるべき事項
	申請地は土地改良区の受益地でも管理地でもない。※受益地、管理地の場合は記載なし。意見書添付








　　年　月　日から


　　年　月　日まで





　○年○月○日から


　○年○月○日まで





　　年　月　日から


　　年　月　日まで








